
令和４年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業に関する報告・検証について 

 

 

１ 目的 

  新型コロナ地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに効果的・効率的で必要な事業を実施できるよう、国が交付金を交付すること

により、ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止及び新型コロナウイルスの感染拡大の防止や感

染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活の支援、家賃支援を含む事業継続や雇用維持等への対応、「新しい生活様式」を踏まえた地

域経済の活性化等への対応、ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現を通じた地方創生を図ることを目的としている。 

  また、コロナ禍における原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援に対応するため、『コロナ禍にお

ける原油価格・物価高騰対応分』と『電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金分』が創出された。 

 

 

２ 令和４年度分の交付決定額 

 （１）通常分                        １２１，９８５，０００円 

 （２）コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分        ６５，５３９，０００円 

 （３）電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金分    ５９，９６３，０００円 

             計                 ２４７，４８７，０００円 

       ※（３）のうち、８，８００，０００円は令和５年度事業に繰越し。 

 

 

３ 令和４年度事業の内訳 

２４事業（実際は２１事業）を実施。詳細は次ページ以降に記載のとおり。 

 



Ｎｏ 事業名 
総事業費 

 年度内実績事業費 翌年度繰越額 

1 新型コロナウイルス検査費助成事業 760,000 760,000 0 

2 任意インフルエンザ予防接種費助成事業 5,259,168 5,259,168 0 

3 クラウド型学習支援サービス整備事業 2,696,320 2,696,320 0 

4 小中学校体育館無線通信環境整備事業 7,590,000 7,590,000 0 

5 中央公園屋外トイレ改修事業 4,273,167 4,273,167 0 

6 柏葉館屋外トイレ改修事業 718,850 718,850 0 

7 城南児童センタートイレ改修事業 6,600,000 6,600,000 0 

8 水道事業会計繰出（災害時等給水活動備消品購入整備事業） 1,232,000 1,232,000 0 

9 学生生活支援臨時給付金給付事業 28,500,000 28,500,000 0 

10 七戸霊園管理棟トイレ改修事業 824,450 824,450 0 

11 農林業資材等高騰対策支援事業 34,895,017 34,895,017 0 

12 中小企業・小規模事業者支援給付事業 14,580,800 14,580,800 0 

13 経営安定化サポート資金保証料補給事業 91,438 91,438 0 

14 七戸町プレミアム商品・飲食券発行事業 62,553,481 62,553,481 0 

15 マイナンバーカード普及促進事業 1,217,167 1,217,167 0 

16 中小企業・小規模事業者追加支援給付事業（重点交付金分） 57,940,000 57,940,000 0 

17 中小企業・小規模事業者追加支援給付事業（物価高騰対応分） 3,620,000 3,620,000 0 

18 中小企業・小規模事業者追加支援給付事業（Ｒ3補正予算分） 14,768,400 14,768,400 0 

19 道の駅花き展示館空調改修事業 4,169,000 4,169,000 0 

20 七彩館回廊ﾌﾞｰｽ電気温水器等設置事業 957,000 957,000 0 

21 七戸町肥料価格高騰対策事業（重点交付金分） 20,000,000 0 20,000,000 

22 七戸町肥料価格高騰対策事業（物価高騰対応分） 4,210,000 0 4,210,000 

23 疾病予防対策事業費等補助金 407,558 407,558 0 

24 介護保険事業費補助金 418,000 418,000 0 

合計 278,281,816 254,071,816 24,210,000 

 



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.4.1 ～ R5.3.31 760,000 760,000 760,000 760,000 745,000 15,000 0 0 0 760,000 760,000 760,000 760,000 745,000 15,000 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

760,000 760,000 760,000 760,000 745,000 15,000 0 0 0 760,000 760,000 760,000 760,000 745,000 15,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

745,000 745,000 745,000 745,000 745,000 － 0 0 0 745,000 745,000 745,000 745,000 745,000 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

15,000 15,000 15,000 15,000 － 15,000 0 0 0 15,000 15,000 15,000 15,000 － 15,000 0 0 0 0 － 0

760,000 760,000 760,000 760,000 745,000 15,000 0 0 0 760,000 760,000 760,000 760,000 745,000 15,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①新型コロナウイルス感染症の検査を受けるために要する費用を町が助成することにより、ウイルス検査の受診を促進し、感染に対する不安の解消及び無症状感染者による感染拡大の防止を図る。
②扶助費
③助成対象ウイルス検査は、公立七戸病院が実施する新型コロナウイルス抗原定量検査とする。
検査に係る自己負担額のうち１回につき5,000円を上限に助成。
　　＠5,000円×270件＝1,350,000円
④ウイルス検査を受ける日に次の各号に該当する者。
　（1）　町に住所を有する者
　（2）　高等学校、専修学校、短期大学、大学、大学院等に在籍する町外に住所を有する者で、保護者が町に住所を有する者

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

ウイルス検査費助成申請件数　152件/年

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 新型コロナウイルス検査費助成事業 計画期間 4　年度 ～ 4　年度

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費
その他

ウイルス検査費助成費

交付対象
経費

その他
交付対象
経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

県外へ出かけた方、県外から帰省した方、その家族など感染に不安を感じる方が検査を受けやすくなり、
不安解消につながった。また、感染していた場合も、早期に感染拡大を防ぐ効果が期待される。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

検査者数270人/年

一 般 財 源

　令和４年度に上十三管内で新型コロナウイルス感染症罹患者は急増した経緯があり、冬以降は検査助成件数は減少
傾向を辿っている。しかし、国の方針に伴い行動制限やマスクの着用が緩和される中、高齢者のいる家庭、県内外を
往来する方など、感染に不安を抱えながら過ごしている方は未だ多い状況である。今後は、新型コロナウイルス感染
症が感染症法上、5類感染症へ移行するまでは継続していきたい。

事業の実績・
成果

ウイルス検査費助成申請件数　152件

　 　抗原検査１回につき5,000円
　　＠5,000円×152件＝760,000円

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.10.17 ～ R4.11.30 122,056 122,056 122,056 122,056 122,056 0 0 0 0 122,056 122,056 122,056 122,056 122,056 0 0 0 0 0 0 0 0

R4.10.17 ～ R5.1.31 5,019,300 5,019,300 5,019,300 5,019,300 5,019,300 0 0 0 0 5,019,300 5,019,300 5,019,300 5,019,300 5,019,300 0 0 0 0 0 0 0 0

R4.10.17 ～ R5.3.2 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 0 0 0 0 117,812 117,812 117,812 117,812 117,812 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 0 0 0 0 5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 － 0 0 0 5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 0 0 0 0 5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 5,259,168 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①インフルエンザ予防接種の費用を助成することにより、子育て世帯等の経済的負担の軽減を図り、予防接種の受けやすい体制を整備することで、新型コロナウイルス感染症とインフルエンザが同時流行するリスクを軽減する。
②需用費、役務費、委託料、扶助費
③予防接種業務委託料
　　【生後6か月～12歳】＠3,300円×1,035人×0.7％（接種率見込）×2回＝4,781,700円
　　【13歳～18歳・妊婦】＠3,300円×656人×0.7％（接種率見込）×1回＝1,515,360円
　予防接種費助成費（償還払い）
　　【子ども】＠3,300円×100件×2回＝660,000円
　　【妊　婦】＠3,300円×20人×1回＝66,000円
　通信運搬費　＠73円×1,691人＝124,000円
④生後6か月から高校3年生に相当する年齢の者及び妊婦

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

接種回数延べ1,558件

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 任意インフルエンザ予防接種費助成事業 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

その他

通信運搬費

予防接種業務委託料(任意インフルエンザ)

予防接種費（任意インフルエンザ）

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

町内においてインフルエンザの流行は見られたものの、新型コロナウイルス感染症との同時流行は小規模にとど
まったため、一定の効果は得られた。成果目標に届かなかったのは、接種期限までにインフルエンザに罹患した
対象者が多数いたことや、新型コロナワクチン接種のために医療機関が混雑していたことなどが影響したものと
思われる。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

接種回数延べ1,800件

一 般 財 源

本事業を行うことにより、医療機関に負担がかかり、重症患者を受け入れることができなくなるリスクを抱えている
ことが課題である。
接種できる医療機関を町外に拡大しているが、約90％の接種が町内医療機関で行われており、さらにその約75％が1か
所の医療機関に集中している。
そのため、今後本町で任意予防接種の助成を行う場合は、医療機関の負担と接種効果とのバランスなどの十分な考慮
が必要である。

事業の実績・
成果

《接種人数及び接種率》
①妊婦（1回接種）
②生後6か月～13歳未満（2回接種）
③13歳以上～高校3年生に相当する年齢（2回接種）
→②③合計延接種者数1,558人（接種率57.8%）

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.4.6 ～ R4.5.10 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 0 0 0 0 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 0 0 0 0 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 － 0 0 0 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 0 0 0 0 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 2,696,320 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①コロナ禍での「学びの機会」確保のため、小中学校における児童生徒の学習支援および一人一台端末の利活用促進を目的として、オンライン学習支援サービス「ラインズeライブラリアドバンス」を導入する。
本サービスの導入により家庭での利用も可能となる事から、将来的には学校及び家庭での学習の連動性を高められる。また、取り組んだ教材の学習結果が集計・表示されるため、個人の学習進捗やクラス全体の理解状況を容易に把握可能である。
②使用料
③ラインズeライブラリアドバンス使用料（1年間分）および設定作業費、導入時の研修に係る経費。
　・基本サービス　1,224,000円
　・小学校プリントパック　326,400円
　・中学校プリントパック　204,000円
　・設定作業費、導入時研修会費　800,000円
　　合計：2,554,400円×1.1＝2,809,840円（消費税込）
④七戸小学校、城南小学校、天間林小学校、七戸中学校、天間林中学校

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

小学校３校の平均利用実績：19.7回
中学校２校の平均利用実績：18.1回

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 クラウド型学習支援サービス整備事業 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

その他

学習支援サービス(ラインズeライブラリアドバンス)使用料

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

新型コロナウイルス感染症の感染対策を考慮した中で「学びの機会」を確保するための環境整備として、
また、一人一台端末を利活用できる取り組みとして、学習支援サービスの導入は有意義である。タブレッ
ト端末を家庭に持ち帰って学習する場合にも、学校及び家庭での学習の連動性を高められることからICT
機器を活用した学習ツールとしても非常に効果的である。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

授業の復習や試験問題の振り返りなど児童生徒1人年間40回（週1回）以上活用する。

一 般 財 源

学習支援サービスの機能について、教員が十分に理解して利活用する必要があるため、説明する機会を確保する。
児童生徒がタブレット端末を活用した学習環境に慣れるよう、教員が積極的にICT機器等を活用した授業などを行える
よう研修の機会を増やし、知識や技術、能力を向上させることが必要である。
また、タブレット端末を家庭に持ち帰って学習する場合の環境整備やルール作りも必要である。

事業の実績・
成果

○町内小中学校５校へ学習支援サービス「ラインズeライブラリアドバンス」を導入
　導入率100％

○整備した町内小中学校５校
　小学校３校（七戸小学校、城南小学校、天間林小学校）
　中学校２校（七戸中学校、天間林中学校）

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.6.17 ～ R5.3.31 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 0 0 0 0 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 0 0 0 0 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 － 0 0 0 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 0 0 0 0 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 7,590,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①コロナ禍で、感染対策のため教室より広い空間の小中学校体育館において、普通・特別教室と同様に一人一台端末を活用した授業や活動を行えるようにするため、小中学校体育館に無線通信環境を整備する。
現時点では小学校未整備、中学校は体育館の一部でのみ無線通信が可能な状況である。体育館全域で使用可能な無線通信環境を整備し、教育環境の向上を図る。
②委託料
③町内小中学校５校の体育館への無線AP設置（LAN配線含む）および認証サーバ、DHCPサーバへの設定変更作業に係る経費。
　・無線ＡＰ　10台（各校2台×5校）　1,100,000円
　・関連機器等　959,000円
　・配線部材費　500,000円
　・無線AP設置および認証サーバ、DHCPサーバ設定変更費用等　5,141,000円
　　合計：7,700,000円×1.1＝8,470,000円（消費税込）
④七戸小学校、城南小学校、天間林小学校、七戸中学校、天間林中学校

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

町内小中学校施設の整備率100％

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 小中学校体育館無線通信環境整備事業 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

その他

小中学校体育館無線LAN整備業務委託料

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

新型コロナウイルス感染症の感染拡大のため、小中学校体育館において普通・特別教室と同様に一人一台
端末を活用した授業や活動を行えるようになったことは、ＩＣＴ機器を活用した新しい教育活動に寄与す
ることとなり、非常に有意義である。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

町内小中学校施設の整備率100％

一 般 財 源

小中学校体育館において、一人一台端末を活用した授業や多くの学習活動に取り組んでいく必要がある。
新しい教育を推進していくという点では、従来の授業ではできなかったことが実現可能になることから、教員がＩＣ
Ｔを活用した指導が行えるよう研修の機会を増やし、知識や技術、能力を向上させることが求められる。
また、システムに問題が生じた際にスムーズに対応できる体制の整備にも留意する必要がある。

事業の実績・
成果

○町内小中学校５校の体育館へ無線アクセスポイントを設置
　各校2台×5校　計10台

○関連機器、配線、認証サーバー設定変更等、全５校の無線通信環境を整備
　整備率100％

○整備した町内小中学校５校
　小学校３校（七戸小学校、城南小学校、天間林小学校）
　中学校２校（七戸中学校、天間林中学校）

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.5.31 ～ R4.9.30 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 0 0 0 0 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 0 0 0 0 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 － 0 0 0 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 0 0 0 0 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 4,273,167 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①既設の和式トイレを洋式化し、新型コロナウイルスの飛沫拡散防止対策を講じることにより、より安心して公園を利用することができるよう実施する。
②工事費
③中央公園屋外トイレ4箇所（8器）を洋式化
　 工事費一式　4,840千円
④七戸中央公園

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

令和3年度年間利用者数：18,697人
令和4年度年間利用者数：24,760人
年間　6,063人増

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 中央公園屋外トイレ改修事業 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

その他

中央公園屋外トイレ改修工事費

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

公園施設のトイレ使用時の飛沫拡散防止対策として実施した。トイレ改修後から冬期封鎖まで、10月～11
月の2か月間で野外利用者数を比べたところ、令和3年度は約600人の利用者数だったのに対して、令和4年
度は約880人の利用者があったことから、安心して公園を利用する来園者が増えたのではないかと思われ
る。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

中央公園利用者数を令和3年度比で年間300人増加

一 般 財 源

トイレの利用者に飛沫拡散防止に努めた利用方法を周知し、安心して公園を利用できる環境を維持していく。
事業の実績・

成果
・中央公園屋外トイレ（4か所）
　和式トイレ8器を洋式化

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.5.13 ～ R4.6.20 718,850 718,850 718,850 718,850 718,850 0 0 0 0 718,850 718,850 718,850 718,850 718,850 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

718,850 718,850 718,850 718,850 718,850 0 0 0 0 718,850 718,850 718,850 718,850 718,850 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

718,850 718,850 718,850 718,850 718,850 － 0 0 0 718,850 718,850 718,850 718,850 718,850 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

718,850 718,850 718,850 718,850 718,850 0 0 0 0 718,850 718,850 718,850 718,850 718,850 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

柏葉館施設利用者数　15,000人／年

一 般 財 源

トイレの利用者に飛沫拡散防止に努めた利用方法を周知し、安心して利用できる環境を維持していく。
事業の実績・

成果
柏葉館外トイレ（１か所）
和式トイレを洋式化

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

柏葉館及び外トイレからのウイルス飛沫による感染者はでなかったので、効果があったと検証される。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

柏葉館屋外トイレ改修工事費

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

令和3年度年間利用者数4,314人、令和4年度年間利用者数7,131人
徐々にコロナウイルス拡大前の利用者数に近づきつつあるので、トイレの洋式化による感染拡大防止の効果が
現れてくると思われる。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 柏葉館屋外トイレ改修事業 計画期間 4　年度 ～

①既設の和式トイレを洋式化し、新型コロナウイルスの飛沫拡散防止対策を講じることにより、より安心して施設を利用することができるよう実施する。
②工事費
③柏葉館屋外トイレ1箇所（3器）を洋式化
　 工事費一式　728千円
④柏葉館

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.4.14 ～ R4.7.25 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 0 6,600,000 0 0 0 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 0 6,600,000 0 0 0 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 0 6,600,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 － 6,600,000 0 0 0 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 － 6,600,000 0 0 0 0 － 0

6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 0 6,600,000 0 0 0 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 0 6,600,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①新型コロナウイルスの感染症予防の観点から、より感染リスクの低いトイレの洋式化及び床の乾式化を進め、衛生環境の改善するとともに過密状況の解消を図り、利用者の安全・安心を実現する。
②工事費
③小便器改修、大便器改修　和式4→洋式3、給排水工事
　 床改修（湿式→乾式）、 換気設備改修、暖房設備改修
　 工事費一式　7,601千円
④城南児童センター

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

＜開所日数＞290日　＜延べ利用児童数＞8,967人
※当該施設においてトイレ改修後新型コロナウイルスの感染児童は発生していない。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 城南児童センタートイレ改修事業 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

その他

城南児童センタートイレ改修工事費

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

便器の洋式化及び床の乾式化等により、飛沫拡散の防止等が図られ感染リスクを軽減することができたこ
とで利用児童が安全安心してトイレを利用できるようになったことで、例年と変わらない利用実績となっ
た。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

トイレ利用者数　延べ9,000人/年

一 般 財 源

今回のトイレ改修により、感染リスクを軽減することができたが、今後も国、県等の感染予防対策に基づく感染対策
の徹底を継続する。

事業の実績・
成果

＜工事名＞城南児童センタートイレ改修工事
＜工事請負業者名＞(株)シンコー
＜契約金額＞6,435,000円（※一部変更契約額：165,000円増）

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.4.15 ～ R4.9.9 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 0 0 0 0 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 0 0 0 0 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 － 0 0 0 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 0 0 0 0 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 1,232,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

災害時や漏水事故等発生時に最大2,200人分／日を給水

一 般 財 源

　災害発生時に即応するため、機械器具の点検、数量の管理（定期的な点検・管理の実施）にし、人事異動に伴う引
継ぎも滞らないようにする必要がある。
　また、給水袋など数量の減少が見込まれるものについては、補充する必要がある。

事業の実績・
成果

【水道事業会計繰出金】　災害時等給水活動備消品購入整備事業

　災害及び漏水事故等発生による断水時に、給水活動を円滑に行うための備消品を購入した。
　これまでの給水活動は、給水対象地区において集中的に行っていたが、今後、新型コロナウイルス感染症等流
行に合わせ災害が発生した場合における給水所の分散や三密状態を回避しながら給水活動を行うことが可能と
なった。

　また、町防災計画の災害発生時給水量（３ℓ/日/人）より、今回の備品購入で、最大2,200人分/日の給水量を
見込んでいる。

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

　事業完了後、現在(令和５年３月)までに災害の発生はないが、今後、コロナウイルス等感染症が流行し
た際に、購入した備消品により、住民の三密回避及び職員等給水活動従事者の感染予防が期待される。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業繰出金

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

　購入整備については完了。購入後の稼働実績なし。
　ただし、購入した発電機等については、運転・点検を臨時的に実施した。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 水道事業会計繰出（災害時等給水活動備消品購入整備事業） 計画期間 4　年度 ～

①災害及び漏水事故等発生による断水時に、給水活動を円滑に行うための備消品を購入整備する。
　これまでの給水活動は、給水対象地区において集中的に行っていたが、コロナ禍の現状の中では給水所を分散し、いわゆる三密状態を回避しながら給水活動を行い感染予防を図る。
②繰出金
③七戸町水道事業会計に繰り出し、災害時等給水活動備消品購入整備に要する費用を交付対象経費とする。
　・受付用テント ＠81,000×2貼＝162,000円　・テント用ウエイト ＠6,100×8個＝48,800円　・受付用テーブル ＠6,400×2卓＝12,800円　・受付用イス ＠4,300×2脚＝8,600円　・給水指定案内看板　＠7,500×4台＝30,000円
　・看板設置用ウエイト ＠5,700×2個＝11,400円　・反射ベスト ＠2,300×4着＝9,200円　・照明灯具　＠52,500×2基＝105,000円　・携帯発電機　＠141,000×1台＝141,000円　・充電式バッテリー　＠76,000×1台＝76,000円
　・カラーコーン　＠2,350×10個＝23,500円　・コーンバー　＠2,100×5本＝10,500円　・ソーラー保安灯　＠1,650×10個＝16,500円　・矢印板　＠20,900×3個＝62,700円　・非常用給水袋(6ℓ)　＠430×600袋＝258,000円
　・非常用給水袋(10ℓ)　＠480×300袋＝144,000円　・消費税（合計1,120,000円×10％）　112,000円
④七戸町水道事業会計

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.8.1 ～ R5.3.31 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 0 0 0 0 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 0 0 0 0 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 － 0 0 0 ######### ######### ######### ######### ######### － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 0 0 0 0 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 28,500,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

対象見込者数に対し、申請者数が100%となるよう給付事業の周知に努め、学生生活支援を図る。

一 般 財 源

新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない状況で給付事業を行い、事業効果はあったと考えている。現在は一定
の落ち着きを見せているが、物価高騰などにより生活支援が必要な場合も想定されることから、学生が不安にならな
いよう、学業継続につなげるための経済的支援が必要な場合もあると考えている。
対象者のニーズ把握に努めることとし、給付事業を展開する場合は未申請者へ個別の勧奨通知を送るなど、周知徹底
に努める必要がある。

事業の実績・
成果

町内出身の学生（大学生・大学院生・専門学校生当）への給付

対象学生285人×100千円＝28,500千円

事業費計　28,500千円

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

給付対象者は、予定者数とほぼ一致する結果となり、新型コロナウイルス感染症の影響を受けたほとんど
の学生が給付申請したと思われるので効果としては十分あったと言える。新型コロナウイルス感染症の収
束が見通せない中、学生生活支援は学生本人、また保護者の立場からも大変有意義なものであった。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

学生生活支援臨時給付金

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

給付対象者見込数288人に対し、申請者285人であった。
未申請者に対する申請勧奨通知を行い、給付事業の周知に努めた。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 学生生活支援臨時給付金給付事業 計画期間 4　年度 ～

①新型コロナウイルス感染症の影響により、学生が生活に不安を抱えていることから、給付金を支給し町内出身の学生の経済的な負担軽減を図り、学生生活及び学業継続を支援する。
②補助金
③対象者に対し100,000円を給付する
100,000円×288人(平成27年度～平成30年度中学校卒業生等の554人の約52％）＝28,800,000円
 ※52％は令和3年度学生生活支援臨時給付金給付事業の実績に基づき積算した率
④令和4年4月1日現在に学生の保護者または学生が七戸町に住所を有する学生（専門学校生・短期大学生・大学生・大学院生等）

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.7.25 ～ R4.9.1 824,450 824,450 824,450 824,450 824,450 0 0 0 0 824,450 824,450 824,450 824,450 824,450 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

824,450 824,450 824,450 824,450 824,450 0 0 0 0 824,450 824,450 824,450 824,450 824,450 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

824,450 824,450 824,450 824,450 824,450 － 0 0 0 824,450 824,450 824,450 824,450 824,450 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

824,450 824,450 824,450 824,450 824,450 0 0 0 0 824,450 824,450 824,450 824,450 824,450 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

安心して利用できる環境を整備し、空き区画125区画中、年間2区画の利用者を増やす。

一 般 財 源

トイレの利用者に飛沫拡散防止に努めた利用方法を周知し、安心して利用できる環境を維持していく。
事業の実績・

成果
七戸霊園管理棟トイレ（３か所）
和式トイレ３基を洋式化

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

管理人の常駐がないため数値的検証はできませんが、管理委託業者からは、洋式化によるトイレの汚損が
少なくなったと報告あります。また、冬場の凍結防止にも効果があります。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業繰出金

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

２区画の新規利用者があった。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 七戸霊園管理棟トイレ改修事業 計画期間 4　年度 ～

①既設の和式トイレを洋式化し、新型コロナウイルスの飛沫拡散防止対策を講じることにより、より安心して施設を利用することができるよう実施する。
②工事費
　七戸霊園事業特別会計に繰り出して実施する。
③七戸霊園管理棟トイレ1箇所（3器）を洋式化
　 工事費一式　836千円
④七戸霊園管理棟

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.8.1 ～ R5.2.3 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 0 0 0 0 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 0 0 0 0 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 － 0 0 0 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 0 0 0 0 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 34,895,017 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

経営体数（2020年調査の数値）を維持する。
農林業経営体　818経営体

一 般 財 源

8月1日に実施要綱を制定し事業着手したが、同様の交付金を農林水産省で交付することとなり、二重交付を避けるた
め内容変更が生じ、事務が煩雑となってしまった。このような緊急時には、財源が国庫となることが想定され、住民
への速やかな交付を優先するために、二重交付を認めるなどの措置が必要と考える。

事業の実績・
成果

●申請期間　令和4年11月28日～令和4年12月16日

●交付率
　当初予定数（2020農林業センサス及び2022/畜産業、林業事業者の照会によるもの）
　　対象…893経営体
　　実績受付経営体…704経営体
　　78.8％

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

燃料高騰や資材価格高騰によって経営がひっ迫している農業及び林業を営む個人、法人を支援するために実施。
町の広報、町ウェブサイト、地域座談会等を活用し周知を行ってきたため、高い水準（78.8％）で交付すること
ができた。目標に対する効果検証については、次回の農林業センサスが2025年となり、現段階での検証は難しい
が、高い水準で交付できたことを考えると、目標を維持できているものと考える。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

農林業資材等高騰対策支援事業補助金

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

農林業経営体　704経営体

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 農林業資材等高騰対策支援事業 計画期間 4　年度 ～

①コロナ禍による燃油高騰や資材価格高騰によって経営がひっ迫している農林業経営体を支援し、農業経営の安定化と負担軽減を図る。
②補助金
③燃油・資材価格高騰分
　 704経営体＝34,280,000円（最大50,000円）
　 事務費　615,017円　計34,895,017円
④町内に住所を有する農業、畜産業、林業を営む個人、法人

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.8.9 ～ R4.11.9 180,800 180,800 180,800 180,800 180,800 0 0 0 0 180,800 180,800 180,800 180,800 180,800 0 0 0 0 0

R4.7.9 ～ R4.11.11 14,400,000 14,400,000 14,400,000 14,400,000 14,400,000 0 0 0 0 14,400,000 14,400,000 14,400,000 14,400,000 14,400,000 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 0 0 0 0 14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 － 0 0 0 14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 0 0 0 0 14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 14,580,800 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①コロナ禍において、原油価格や物価高騰による影響を受けている中小企業・小規模事業者に対し、迅速かつ直接的な手段で支援し、事業者の経営安定と負担軽減を図る。
②手数料、補助金
③事務手数料　＠1,000円×500事業者＝500,000円
　 給付金　＠50,000円×600事業者＝30,000,000円
④中小企業・小規模事業者 600事業者
中小企業基本法第2条、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第2条に定められた範囲とし、日本標準産業分類の大分類のうち（A）農業、林業、（J）金融業、（Ｑ）複合サービス（中分類86郵便局、87協同組合）、（Ｒ）サービス業（中分類93政治・経済・政治団体、94宗教、95その他のサービス業、96外国公務）、（S）公務、（T）
分類不能の産業を除く。
また、「資材・燃料」高騰に影響のある関連経費が20万円以上かつ年間売上高が20万円以上の事業者とする。

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

対象見込者数600事業者に対し288事業者のみの申請であった。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 中小企業・小規模事業者支援給付事業 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

その他

中小企業・小規模事業者支援給付金事務手数料

中小企業・小規模事業者支援給付金

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

コロナ禍において、原油価格や物価高騰により影響を受けている中小企業・小規模事業者に対し、迅速か
つ直接的な手段で支援し、少額であったが事業者の負担軽減に繋げた。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

対象見込者数に対し給付率が100％となるように努め、事業の持続、継続に繋げる。

一 般 財 源

原油価格や物価高騰により深刻な影響を受けることがある場合、支援給付金を含め事業者への負担軽減や事業の維
持・継続に繋がるような事業を検討する。

事業の実績・
成果

給付金　一律50,000円
給付事業者数　288件
給付金額　14,400,000円＝@50,000円×288件

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.7.1 ～ R5.2.7 91,438 91,438 91,438 91,438 0 91,438 0 0 0 91,438 91,438 91,438 91,438 0 91,438 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

91,438 91,438 91,438 91,438 0 91,438 0 0 0 91,438 91,438 91,438 91,438 0 91,438 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

91,438 91,438 91,438 91,438 － 91,438 0 0 0 91,438 91,438 91,438 91,438 － 91,438 0 0 0 0 － 0

91,438 91,438 91,438 91,438 0 91,438 0 0 0 91,438 91,438 91,438 91,438 0 91,438 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

信用保証料補給　5事業者/年

一 般 財 源

今後も原油価格の上昇又は物価高騰の影響を受け売上の減少等により資金繰りが悪化している中小企業者の経営安定
を図ること及び事業再生に取り組みに対し支援を検討する。

事業の実績・
成果

信用保証料補給事業者数　1事業者
信用保証料補給金額　91,438円

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

物価高騰の影響による売上高減少が生じた事業者に対し円滑な資金供給を行い、事業継続や経営の安定に
繋げた。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

町経営安定化サポート資金保証料補給金

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

信用保証料補給事業者見込数5事業者に対し1事業者のみの実績であった。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 経営安定化サポート資金保証料補給事業 計画期間 4　年度 ～

①コロナ禍において、原油価格の上昇に加え、物価高騰の影響を受けている町内中小事業者の資金繰り支援のため、信用保証料を補給する。
②補助金
③保証料補給金　＠100,000円×5事業者＝500,000円
④原油価格の上昇に加え、物価高騰の影響等を受けた町内の中小事業者で、経営安定化サポート資金「経営安定化枠」のセーフティネット4号の認定を受けた者に限る。

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.11.19 ～ R4.11.20 92,180 92,180 92,180 92,180 92,180 0 0 0 0 92,180 92,180 92,180 92,180 92,180 0 0 0 0 0

R4.9.29 ～ R5.3.6 2,572,864 2,572,864 2,572,864 2,572,864 2,572,864 0 0 0 0 2,572,864 2,572,864 2,572,864 2,572,864 2,572,864 0 0 0 0 0

R4.9.29 ～ R5.3.30 59,888,437 59,888,437 59,888,437 59,888,437 59,888,437 0 0 0 0 59,888,437 59,888,437 59,888,437 59,888,437 59,888,437 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 0 0 0 0 62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 － 0 0 0 62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 0 0 0 0 62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 62,553,481 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①コロナ禍において、原油価格や物価高騰により影響を受けている事業者の支援と町民の生活支援を行うことを目的に、プレミアム付きの商品・飲食券を発行する。
②時間外手当、委託料、負担金
③8,000円の商品券を5,000円で最大20,000冊販売する。
　一人5冊まで購入可能。
　時間外手当　131,200円、業務委託料　3,000,000円、
　負担金（プレミアム分）20,000冊×＠3,000円＝60,000,000円
④七戸町に住所を有する者

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

プレミアム商品・飲食券を100％販売したものの、使用率（換金率）は99.8141％となった。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 七戸町プレミアム商品・飲食券発行事業 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

その他

時間外手当

プレミアム商品・飲食券発行事業業務委託料

プレミアム商品・飲食券発行事業負担金

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

コロナ禍において、原油価格や物価高騰により影響を受けている事業者の支援と町民の生活支援を行うこ
とを目的にプレミアム商品・飲食券を20,000冊用意し、20,000冊100.00％の販売、使用率（換金率）が
99.81％であったことから、町民をはじめ町内事業者には一定の効果があった。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

プレミアム商品・飲食券を100％販売し、購入者に100％使用していただくよう促すことにより、事業者の
支援と町民の生活支援を行う。

一 般 財 源

エネルギー・資材価格等の物価高騰により深刻な影響を受けることがある場合、事業者の支援と町民の生活支援を目
的とした事業を検討する。

事業の実績・
成果

時間外手当　職員5名　92,180円

委託料　　　七戸町プレミアム商品・飲食券発行事業業務委託
　　　　　　　契約先：七戸町商工会
　　　　　　　契約金額：（当初）2,420,269円　（変更）2,572,864円（152,595円増）

負担金　　　プレミアム商品・飲食券発行事業負担金
　　　　　　　換金業務：七戸町商工会
　　　　　　　換金金額：59,888,437円（登録店舗数：162店舗　換金実績店舗数：131店舗）
　　　　　　　換金率：99.8141％

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.8.1 ～ R4.12.31 1,217,167 1,217,167 736,185 736,185 736,185 0 0 480,982 0 1,217,167 1,217,167 736,185 736,185 736,185 0 480,982 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,217,167 1,217,167 736,185 736,185 736,185 0 0 480,982 0 1,217,167 1,217,167 736,185 736,185 736,185 0 0 480,982 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

736,185 736,185 736,185 736,185 736,185 － 0 0 0 736,185 736,185 736,185 736,185 736,185 － 0 0 0 0 0 －

480,982 480,982 0 － － － 0 480,982 0 480,982 480,982 0 － － － 480,982 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0

1,217,167 1,217,167 736,185 736,185 736,185 0 0 480,982 0 1,217,167 1,217,167 736,185 736,185 736,185 0 0 480,982 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

町民のマイナンバーカード取得率65％以上

一 般 財 源

マイナンバーカードの健康保険証としての利用やマイナポイントの対象となるマイナンバーカードの交付申請期限が
延長となったことから、さらに交付申請数は伸びている。令和5年2月末時点で申請率は約84％、交付率は約70％であ
り、速やかにカード交付できるよう交付端末の増設及び休日開庁による交付を行っている。

事業の実績・
成果

●休日マイナンバーカード交付申請サポート実施期間
　令和5年8月～12月

●実施日及び件数
　 令和4年 8月 7日　 91件　　　　 令和4年10月 2日　 18件
　 令和4年 8月14日　 72件　　　　 令和4年10月23日　 83件
　 令和4年 8月21日　 93件　　　　 令和4年11月 6日　 65件
　 令和4年 8月28日　 78件　　　　 令和4年11月13日　 60件
   令和4年 9月 4日　 77件　　　　 令和4年11月27日　112件
   令和4年 9月11日　124件　　　　 令和4年12月 4日　120件
   令和4年 9月18日　145件　　　　 令和4年12月11日　106件
   令和4年 9月25日　 83件　　　　 令和4年12月25日　 82件　　　計 1,409件

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

マイナンバーカードの普及やキャッシュレス決済の利用拡大を図り、コロナ禍におけるデジタル社会の実
現を図るために実施。令和5年12月末時点のマイナンバーカード申請件数は、令和5年6月末時点の件数か
ら約4,700件増えており、休日サポート件数は約30％を占めている。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

令和4年度マイナポイント事業費補助金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

時間外手当

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

令和5年12月末時点
　マイナンバーカード申請数　11,365件（人口に対する申請率 76％）
　マイナンバーカード交付数　 9,109枚（人口に対する交付率 61％）

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 マイナンバーカード普及促進事業 計画期間 4　年度 ～

①平日に加え、休日もマイナンバーカードの交付申請サポートを行うことにより、マイナンバーカードの普及やキャッシュレス決済の利用拡大を図りつつ、マイナポイントによる消費を喚起し、さらに健康保険証利用や公金受取口座の登録も促進することでコロナ禍におけるデジタル社会の実現を図る。
②時間外手当
③令和4年8月　@2,700円×9時間×2人×4日×1カ所＝194,400円
　 令和4年9月　@2,700円×9時間×3人×4日×2カ所＝583,200円
　 令和4年10月　@2,700円×6時間×1人×2日×2カ所＝64,800円
   令和4年11月　@2,700円×8時間×2人×3日×2カ所＝259,200円
   令和4年12月　@2,700円×8時間×2人×3日×2カ所＝259,200円
④マイナンバーカード未取得の町民

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.11.16 ～ R5.3.7 198,400 198,400 198,400 198,400 0 198,400 0 0 0 198,400 198,400 198,400 198,400 0 198,400 0 0 0 0

R4.11.16 ～ R5.3.17 76,130,000 76,130,000 76,130,000 76,130,000 67,344,562 8,785,438 0 0 0 76,130,000 76,130,000 76,130,000 76,130,000 67,344,562 8,785,438 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

76,328,400 76,328,400 76,328,400 76,328,400 67,344,562 8,983,838 0 0 0 76,328,400 76,328,400 76,328,400 76,328,400 67,344,562 8,983,838 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

14,768,400 14,768,400 14,768,400 14,768,400 13,196,043 － 0 0 0 14,768,400 14,768,400 14,768,400 14,768,400 13,196,043 － 0 0 0 0 0 －

3,620,000 3,620,000 3,620,000 3,620,000 2,985,519 － 0 0 0 3,620,000 3,620,000 3,620,000 3,620,000 2,985,519 －

57,940,000 57,940,000 57,940,000 57,940,000 51,163,000 － 0 0 0 57,940,000 57,940,000 57,940,000 57,940,000 51,163,000 － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 0 － 8,983,838 0 0 0 0 0 0 0 － 8,983,838 0 0 0 0 － 0

76,328,400 76,328,400 76,328,400 76,328,400 67,344,562 8,983,838 0 0 0 76,328,400 76,328,400 76,328,400 76,328,400 67,344,562 8,983,838 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

対象見込者数に対し給付率が100％となるように努め、事業の持続、継続に繋げる。

一 般 財 源

エネルギー・資材価格等の物価高騰により深刻な影響を受けることがある場合、支援給付金を含め事業者への負担軽
減や事業の維持・継続に繋がるような事業を検討する。

事業の実績・
成果

手数料　中小企業・小規模事業者追加支援給付金事務手数料
　　　　　申請受付事務事業所：七戸町商工観光課、七戸町天間林商工会
　　　　　手数料：1件800円
　　　　　受付件数：248件（七戸町商工会：139件、七戸町天間林商工会：109件）
　　　　　手数料支払金額：198,400円＝@800円×248件

給付金　価格高騰に関連する仕入及び経費の合計額に応じて支給
　　　　　750,000円× 55件＝41,250,000円（5,000万円以上）
　　　　　600,000円×  7件＝ 4,200,000円（4,000万円以上～5,000万円未満）
　　　　　450,000円× 13件＝ 5,850,000円（3,000万円以上～4,000万円未満）
　　　　　300,000円× 19件＝ 5,700,000円（2,000万円以上～3,000万円未満）
　　　　　150,000円× 44件＝ 6,600,000円（1,000万円以上～2,000万円未満）
　　　　　 70,000円×179件＝12,530,000円（   20万円以上～1,000万円未満）
　　　　　給付事業者数　317件
　　　　　給付金額　76,130,000円

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

エネルギー・資材価格等の物価高騰により影響を受けている中小企業・小規模事業者に対し、迅速かつ直
接的な手段で支援し事業者の負担軽減に繋げた。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(通常分)

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(重点交付金分)

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(物価高騰対応分)

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

中小企業・小規模事業者追加支援給付金事務手数料

中小企業・小規模事業者追加支援給付金

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

対象見込者数400事業者に対し317事業者の申請であった。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 中小企業・小規模事業者追加支援給付事業（通常分・物価高騰対応分・重点交付金分） 計画期間 4　年度 ～

①コロナ禍において、エネルギー・資材価格等の物価高騰により影響を受けている中小企業・小規模事業者に対する影響緩和を図る。
②手数料、給付金
③事務手数料　@800円×400事業者＝320,000円
　 給付金　89,500,000円
　　○@750,000円×20事業者＝15,000,000円
　　○@600,000円×20事業者＝12,000,000円
　　○@450,000円×40事業者＝18,000,000円
　　○@300,000円×60事業者＝18,000,000円
　　○@150,000円×60事業者＝ 9,000,000円
　　○@70,000円×250事業者＝17,500,000円
　うち、60,000千円（残り29,820千円は№19.20に計上）
④令和3年分の事業者収支における仕入れに係る費用と経費（水道光熱費、消耗品費、燃料費、動力費など価格高騰に係わる経費）の額の合計が20万円以上の事業者。

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.7.12 ～ R4.8.30 4,169,000 4,169,000 4,169,000 4,169,000 0 4,169,000 0 0 0 4,169,000 4,169,000 4,169,000 4,169,000 0 4,169,000 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,169,000 4,169,000 4,169,000 4,169,000 0 4,169,000 0 0 0 4,169,000 4,169,000 4,169,000 4,169,000 0 4,169,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

4,169,000 4,169,000 4,169,000 4,169,000 － 4,169,000 0 0 0 4,169,000 4,169,000 4,169,000 4,169,000 － 4,169,000 0 0 0 0 － 0

4,169,000 4,169,000 4,169,000 4,169,000 0 4,169,000 0 0 0 4,169,000 4,169,000 4,169,000 4,169,000 0 4,169,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

①年間を通して多数の利用者が訪れる花き展示館施設内において、利用者の感染リスクの軽減並びに商品の品質保持を図るため、空調設備を改修し館内の空気環境を改善するとともに、新型コロナウイルス感染症収束後に地域への誘客を通じた地域活性化につなげる。
②工事費
③工事費一式　4,169千円
④花き展示館

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

花き展示館売上比較
令和3年9月：2,271千円　→　令和4年9月：2,715千円（19％増）
　　　　　　　　　　　　　　 （目標値：2,498千円）

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 道の駅花き展示館空調改修事業 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

その他

花き展示館空調設備改修工事費

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

花き展示館の空調設備を改修し、館内の空気環境が改善したことにより、来館者が安心かつ快適に買い物
ができるようになり、また販売商品の品質保持の面が向上した。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

花き展示館売上額の増加
実績：:2,271千円（令和3年9月）
目標：2,498千円（10％増）

一 般 財 源

・空調の温度・湿度設定の最適化
・取扱商品の見直し・陳列替え等による売上の向上

事業の実績・
成果

工事請負費　花き展示館空調設備改修工事
　　　　　　　契約先：(有)十枝内電気
　　　　　　　契約金額：4,169,000円

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.10.12 ～ R4.12.28 957,000 957,000 957,000 957,000 0 957,000 0 0 0 957,000 957,000 957,000 957,000 0 957,000 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

957,000 957,000 957,000 957,000 0 957,000 0 0 0 957,000 957,000 957,000 957,000 0 957,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

957,000 957,000 957,000 957,000 － 957,000 0 0 0 957,000 957,000 957,000 957,000 － 957,000 0 0 0 0 － 0

957,000 957,000 957,000 957,000 0 957,000 0 0 0 957,000 957,000 957,000 957,000 0 957,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

≪成果目標≫

回廊ブース冬期出店者の増加
実績：0者
目標：2者

一 般 財 源

・利用環境の向上について出店を検討する事業者に周知し、利用件数の増加を目指す。
事業の実績・

成果

工事請負費　七彩館回廊ブース電気温水器等設置工事
　　　　　　　契約先：長澤電気
　　　　　　　契約金額：957,000円

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性

≪評価・効果検証≫

電気温水器の導入により、出店者に対する利便性が向上し、出店者が増加した。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

交付対象
経費

交付金対象
総事業費 補助対象外

経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

補助対象外
経費その他

交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

事業費総額

その他

七彩館回廊ブース電気温水器等設置工事費

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

回廊ブース冬期出店者比較
R3：0者　→　R4：3者（目標値：2者）

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 七彩館回廊ﾌﾞｰｽ電気温水器等設置事業 計画期間 4　年度 ～

①コロナ禍での感染拡大防止対策を図る目的で、集客の分散化を図るため、農産物直売施設（七彩館）の回廊改修を令和３年度に本交付金を活用して行ったが、出店者の利便性向上を図り経済活動の回復を図るため電気温水器等の設置を行い、新型コロナウイルス感染症収束後に地域への誘客を通じた地域活性化につなげる。
②工事費
③工事費　一式　957千円
④農産物直売施設（七彩館）

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.4.18 ～ R4.5.10 88,440 64,000 64,000 32,000 26,000 6,000 32,000 0 24,440 88,440 64,000 64,000 32,000 26,000 6,000 32,000 24,440 0 0 0 0

R4.4.1 ～ R4.4.28 105,000 0 0 0 0 0 0 0 105,000 105,000 0 0 0 105,000 0 0 0 0

R4.4.1 ～ R5.3.31 13,500 0 0 0 0 0 0 0 13,500 13,500 0 0 0 13,500 0 0 0 0

R4.4.1 ～ R5.3.31 200,618 0 0 0 0 0 0 0 200,618 200,618 0 0 0 200,618 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

407,558 64,000 64,000 32,000 26,000 6,000 32,000 0 343,558 407,558 64,000 64,000 32,000 26,000 6,000 32,000 0 343,558 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 － 0 0 0 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 － 0 0 0 0 0 －

203,000 32,000 32,000 － － － 32,000 0 171,000 203,000 32,000 32,000 － － － 32,000 171,000 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

178,558 6,000 6,000 6,000 － 6,000 0 0 172,558 178,558 6,000 6,000 6,000 － 6,000 172,558 0 0 0 0 － 0

407,558 64,000 64,000 32,000 26,000 6,000 32,000 0 343,558 407,558 64,000 64,000 32,000 26,000 6,000 32,000 0 343,558 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

疾病予防対策事業費等補助金（特定感染症検査等事業（緊急風しん抗体検査等事業））
① 風しんの予防接種を公的に受ける機会がなかった対象者に対して、風しん抗体検査に要する費用を助成し、予防接種を促すことで風しんのまん延防止を図り、コロナ禍の医療機関のひっ迫を予防する。
②需用費、役務費、委託料
③≪総事業費≫814,766円
　　　 抗体検査委託料　 607,464円、クーポン券印刷費   88,440円、
 　　  クーポン券発送費　79,862円、手数料　39,000円
　 ≪うち対象経費≫64,000円
　  　（国庫補助額）64,000円×1/2（補助率）＝32,000円
　  　（町負担額）64,000円-32,000円＝32,000円
   ≪対象外経費≫
　　　 815,000円-64,000円＝751,000円
④昭和37年4月2日～昭和54年4月1日までに生まれた男性町民

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

風しん抗体検査の結果、十分な風しんの抗体価がなかった者の人数6名
うち、風しん第5期の定期接種をした者の人数5名(接種率83.3％)
1名予防接種未接種者がいるが、接種勧奨を行い今後接種予定となっている。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 疾病予防対策事業費等補助金 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 交付対象

経費
その他

印刷製本費

通信運搬費(風しん追加的対策）

手数料(風しん追加的対策）

交付対象
経費

その他
交付対象
経費

交付金対象
総事業費

予防接種業務委託料(風しん追加的対策）

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象
経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

感染症予防事業費等国庫負担（補助）金
（特定感染症検査等事業（緊急風しん抗体検査等事業））

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

　風しんの罹患による重症化予防及び感染拡大防止と、コロナ禍における医療機関のひっ迫予防を目的に
実施。県のホームページより上十三保健所管内での2022年、2023年の風しん発生状況は0件であり、本事
業の効果もあったと考えられる。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

　風しん抗体検査の結果、十分な量の風しんの抗体がないことが判明した者のワクチン接種率100％を目
指す。

一 般 財 源

　風しんの追加的対策は、国の方針により令和６年度末まで実施する特定感染症予防事業の一つである。国は、令和
６年度末までに対象世代の風しんの抗体保有率を90％まで引き上げることを目標としており、七戸町内には対象とな
る者で抗体検査未検者がいる。そのため、今後も国の方針に基づき、令和6年度末まで継続していく。

事業の実績・
成果

令和４年度風しん追加的対策における抗体検査受診者のうち、
風しん抗体検査の結果、十分な風しんの抗体価がなかった者の人数6名
うち、風しん第5期の定期接種をした者の人数5名(接種率83.3％)

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性



交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

R4.5.27 ～ R4.9.7 418,000 418,000 418,000 140,000 112,000 28,000 278,000 0 0 418,000 418,000 418,000 140,000 112,000 28,000 278,000 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

418,000 418,000 418,000 140,000 112,000 28,000 278,000 0 0 418,000 418,000 418,000 140,000 112,000 28,000 278,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源
交付金
充当額

一般財源

390,000 390,000 390,000 112,000 112,000 － 278,000 0 0 390,000 390,000 390,000 112,000 112,000 － 278,000 0 0 0 0 0 －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

0 0 0 － － － 0 0 0 0 0 0 － － － 0 0 0 － － －

28,000 28,000 28,000 28,000 － 28,000 0 0 0 28,000 28,000 28,000 28,000 － 28,000 0 0 0 0 － 0

418,000 418,000 418,000 140,000 112,000 28,000 278,000 0 0 418,000 418,000 418,000 140,000 112,000 28,000 278,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１）「事業開始日」の考え方：施行伺い等の決裁日。ただし、国庫補助事業の地方負担分に充当する事業については、大元の国庫補助事業の始期・終期の考え方に合わせてください。

※２）「事業完成日」の考え方：完成とは債務の確定している状態を指し、完成日は次のとおりとします。①工事、業務委託については、竣工検査日。②物品の購入等については、納入検査日。③補助事業については確定通知日。ただし、確定通知のないものは請求書受理日。④間接補助事業は支払日。

介護保険事業費補助金（介護報酬改定等に伴うシステム改修事業（市町村実施分（特定個人情報データ標準レイアウト改版分）））
①介護保険報酬改定等に伴い、介護給付審査支援事務を円滑に行えるよう、保険者等のシステムのプログラムを修正し、コロナ禍での関係機関との情報連携体制を強化する。
②委託料
③≪総事業費≫418,000円
　　　 業務委託料　418,000円
　 ≪うち対象経費≫418,000円
　 　 （国庫補助額）418,000円×2/3（補助率）＝278,000円
 　　 （町負担額）418,000円-278,000円＝140,000円
④七戸町

事　業　費　内　訳

　事業の概要（計画書を転記）

 ①目的・効果
 ②交付金を充当する経費内容
 ③積算根拠(対象数、単価等)
 ④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業費総額

事業開始日～
事業完成(見込)日

【合計】　支出金額（単位：円） 【令和４年度】　支出金額（単位：円）

目標どおり介護保険サービス利用者1,252名（R4.4.1現在認定者数）へ対して、100％のシステム利用によ
り、給付事務円滑化を図ることができた。

≪成果目標に対しての実績≫

交付金対象
総事業費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証シート

事　業　名 介護保険事業費補助金 計画期間 4　年度 ～

補助対象外
経費

事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費

その他

交付金事業
対象外経費補助対象

事業費
補助対象外

経費
補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費

交付対象
経費

その他

税番号・社会保障制度情報連携対応業務委託料

交付対象
経費

その他
交付対象

経費

交付金対象
総事業費

事業費総額

財　源　内　訳

【合計】　収入金額（単位：円）

補助対象
事業費

項　目 内　容

【令和４年度】　収入金額（単位：円）

事業費総額 事業費総額交付金事業
対象外経費

交付金対象
総事業費

交付金事業
対象外経費補助対象外

経費その他
交付対象

経費

補助対象
事業費

補助対象外
経費

補助対象
事業費 その他

補助対象外
経費

事業費総額 交付金対象
総事業費

その他

交付金事業
対象外経費交付対象

経費

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

介護保険事業費補助金
（介護報酬改定等に伴うシステム改修事業（市町村実施分）

交付対象
経費

交付金対象
総事業費

≪評価・効果検証≫

令和3年度介護報酬改定等に伴い、介護給付審査支払事務を円滑に行えるよう、保険者等のシステムのプ
ログラム修正をし、コロナ禍での関係機関との情報連携体制を強化することができた。

都道府県支出金

起　　債

そ　の　他

≪成果目標≫

介護保険サービス利用者に対して100％のシステム利用により円滑な給付事務を行う。

一 般 財 源

●介護審査支払業務はさらに電子書籍化、システム化が進んでいく予定であり、順次連携体制を構築していく必要が
ある。

事業の実績・
成果

介護給付審査支払事務100％のシステム利用により、給付事務を円滑に実施できた。

●介護保険サービス利用者1,213名（R3.4.1現在認定者数）
●R3介護給付期間：令和3年4月1～令和4年3月31日

事業の評価・
効果検証等

今後の課題
・方向性




